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議案第 １３ 号 

 

平成２９年度 下関市市場特別会計予算 

 

平成２９年度下関市の市場特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 853,662千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」 

による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こ

すことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

「第２表地方債」による。 

 

  平成２９年２月１０日 提出 

  

下関市長 中  尾  友  昭 
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第１表　歳入歳出予算

     歳        入 (単位：千円)

款 項 金　　　　額

1 使用料及び手数料 326,179

1 使用料 326,179

2 県支出金 3,357

1 県負担金 3,357

3 財産収入 20,656

1 財産運用収入 20,656

4 繰入金 344,315

1 他会計繰入金 344,315

5 繰越金 14,344

1 繰越金 14,344

6 諸収入 117,611

1 雑入 117,611

7 市債 27,200

1 市債 27,200

歳　　入　　合　　計 853,662

( 42 )



     歳        出 (単位：千円)

款 項 金　　　　額

1 市場費 451,567

1 市場費 451,567

2 公債費 401,995

1 公債費 401,995

3 予備費 100

1 予備費 100

歳　　出　　合　　計 853,662

( 43 )
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第２表  地  方  債

起  債  の  目  的 限  度  額 起債の方法 利  率 償  還  の  方  法

市場整備事業債 27,200
債券発行又
は普通貸借

計 27,200

(単位：千円)

5.0%以内(ただし、

利率見直し方式で

借り入れる資金に

ついて、利率の見

直しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率)

40年以内（据置を含む）に

おいて元金均等若しくは元

利均等又は借入先と協議し

て定めるものによる。ただ

し、市財政の都合又は融通

条件により起債額の全額又

は一部を繰延べ起債し並び

に償還年限を短縮し繰上償

還することができるものと

する。

( 44 )
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１．歳入歳出予算事項別明細書

 (１)　総括

歳　入 (単位：千円)

款 本　年　度　予　算　額 構 成 比（％） 前　年　度　予　算　額 構 成 比（％） 前　年　度　対　比 比  率（％）

1使用料及び手数料 326,179 38.2 326,711 38.2△ 532 99.8

2県支出金 3,357 0.4 3,357 0.4 100.0

3財産収入 20,656 2.4 20,656 2.4 100.0

4繰入金 344,315 40.3 348,697 40.8△ 4,382 98.7

5繰越金 14,344 1.7 31,116 3.7△ 16,772 46.1

6諸収入 117,611 13.8 124,078 14.5△ 6,467 94.8

7市債 27,200 3.2 27,200

歳　　入　　合　　計 853,662 100.0 854,615 100.0△ 953 99.9

( 432 ) ( 433 )
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歳　出 (単位：千円)

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 構 成 比(%) 前年度予算額 構 成 比(%) 前年度対比 比  率(%) 特　　定　　財　　源

国県支出金 市　　債 そ の 他

1市場費 451,567 52.9 454,095 53.1△ 2,528 99.4 27,200 424,367

2公債費 401,995 47.1 400,420 46.9 1,575 100.4 3,357 398,638

3予備費 100 100 100.0 100

歳　出　合　計 853,662 100.0 854,615 100.0△ 953 99.9 3,357 27,200 823,105

一 般 財 源

( 434 ) ( 435 )
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(２)　歳入

（単位 ： 千円）

節   

款 項 目 本　年　度 前　年　度 比　　較 区　分 金　額 説　　　　　　　　　　明

1 使用料及び手数料 326,179 326,711△ 532

1 使用料 326,179 326,711△ 532

1 市場使用料 326,179 326,711△ 5321 市場使用料 326,179・取扱額割使用料 28,626

・売場施設等使用料 179,041

・その他施設使用料 118,512

2 県支出金 3,357 3,357

1 県負担金 3,357 3,357

1 市場費県負担 3,357 3,357 1 市場費負担金 3,357・南風泊市場整備事業費負担金

金

3 財産収入 20,656 20,656

1 財産運用収入 20,656 20,656

1 財産貸付収入 20,656 20,656 1 土地貸付収入 20,656・土地貸付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1件

4 繰入金 344,315 348,697△ 4,382

1 他会計繰入金 344,315 348,697△ 4,382

1 一般会計繰入 344,315 348,697△ 4,3821 一般会計繰入 344,315・一般会計繰入金

金 金

5 繰越金 14,344 31,116△ 16,772

1 繰越金 14,344 31,116△ 16,772

1 繰越金 14,344 31,116△ 16,7721 前年度繰越金 14,344

6 諸収入 117,611 124,078△ 6,467

1 雑入 117,611 124,078△ 6,467

1 雑入 117,611 124,078△ 6,4671 実費弁償金 117,610・実費収入

2 雑入 1・雑入

　私用電話料収入

7 市債 27,200 27,200

1 市債 27,200 27,200

1 市場債 27,200 27,2001 市場整備事業 27,200・市場整備事業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象額      27,200千円の全額

債

( 436 ) ( 437 )
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(３)　歳出

（単位 ： 千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳   

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較 特　定　財　源 目　の　説　明

国県支出金 市　債 その他

1 市場費 451,567 454,095△ 2,528 27,200 424,367

1 市場費 451,567 454,095△ 2,528 27,200 424,367

1 市場管理費 451,567 454,095△ 2,528 27,200 424,367 1 報酬 5,640・運営委員会委員 ・市場管理業務 449,995

・非常勤職員 地方卸売市場新下関市場運営委員会

2 給料 38,275・一般職給 委員　　　　　　　　　　　13人

3 職員手当等 20,618・扶養手当 978 地方卸売市場唐戸市場運営委員会委

・住居手当 414 員　　　　　　　　　　　　10人

・通勤手当 1,089 地方卸売市場南風泊市場運営委員会

・時間外勤務手当 1,754 委員　　　　　　　　　　　10人

・管理職員特別勤務手当 72 地方卸売市場特牛市場運営委員会委

・管理職手当 744 員　　　　　　　　　　　　19人

・期末勤勉手当 14,637 一般職　　　　　　　　　　 9人

・児童手当 930 非常勤職員　　　　　　　　 3人

4 共済費 12,406・共済組合負担金 11,154 新下関市場

・互助会負担金 78 唐戸市場

・健康保険料 474 南風泊市場

・社会保険料 700 特牛市場

9 旅費 585・費用弁償 53・市場活性化対策業務 1,572

・普通旅費 522

・管内旅費 10

11需用費 153,518・消耗品費 1,676

・燃料費 119

・食糧費 17

・印刷製本費 86

・光熱水費 136,700

・修繕料 14,920

12役務費 5,820・通信運搬費 932

・手数料 4,402

・保険料 486

13委託料 124,132・機械設備保守委託

・施設管理委託

・環境整備委託

・警備委託

・じん芥運搬委託

・清掃委託

・廃棄物処理委託

・イベント開催委託

・調査研究委託

・害虫等駆除委託

・駐車場管理運営委託

節

一般財源 区　分 金　額 説　　　　明

( 438 ) ( 439 )
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（単位 ： 千円）

本 年 度 の 財 源 内 訳   

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比　較 特　定　財　源 目　の　説　明

国県支出金 市　債 その他

14使用料及び賃 17,462・土地建物借上料 191

借料 ・会場借上料 1

・機械設備借上料 578

・自動車借上料 519

・有料道路通行料 26

・テレビ受信料 26

・下水道使用料 16,121

15工事請負費 42,600・施設整備工事

16原材料費 55・補修材料

18備品購入費 780・機械器具費

19負担金補助及 50・会議出席負担金 5

び交付金 ・職員研修負担金 5

・全国公設地方卸売市場協議会負担金

40

27公課費 29,626・消費税

2 公債費 401,995 400,420 1,575 3,357 398,638

1 公債費 401,995 400,420 1,575 3,357 398,638

1 元金 360,344 352,341 8,003 3,003 357,341 28繰出金 360,344・公債管理特別会計繰出金

2 利子 41,651 48,079△ 6,428 354 41,297 28繰出金 41,651・公債管理特別会計繰出金

3 予備費 100 100 100

1 予備費 100 100 100

1 予備費 100 100 100

一般財源 区　分 金　額 説　　　　明

節

( 440 ) ( 441 )

市場会計 5



2.　給与費明細書 市場会計 6

  1 特  別  職 (単位 ： 千円)

期末手当  (千円)
人 年間支給率(月分)

そ の 他 の

特 別 職

そ の 他 の

特 別 職

そ の 他 の

特 別 職

( 442 ) ( 443 )

職  員  数

計給 料
共 済 費 備           考

給           与           費

報 酬

長 等

議 員

計

52

52

549 549

区            分

本 年 度

長 等

549 549

合 計

549

549

640 6,045

議 員

5,405 640 6,045

前 年 度

計

54 5,405 5,405

54 5,405

△ 4,856 △ 640 △ 5,496△ 4,856

比 較

長 等

議 員

計

△ 2

△ 2 △ 4,856 △ 4,856 △ 640 △ 5,496
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  2 一  般  職  (1) 総    括 (単位 ： 千円)

職  員  数

人 報 酬 給 料 職員手当等 計

(1) 報酬支給対象者数

8 5,091 38,275 20,618 63,984 12,406 76,390 3 人

9 40,663 23,797 64,460 13,908 78,368

(1)

△ 1 5,091 △ 2,388 △ 3,179 △ 476 △ 1,502 △ 1,978

※（　）内は、再任用短時間職員について外書きしたもの

※「職員数」は、「給料」及び「職員手当等」の支給対象  者数とし、「報酬」の支給対象者数は備考に記載
※「共済費」は、報酬支給対象者分を含む

単 身 赴 任 特 殊 勤 務 時 間 外 宿 日 直 管理職員特 管 理 職 期 末 勤 勉

手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 別勤務手当 手 当 手 当

職員手当等の

本 年 度 978 414 1,089 1,754 72 744 14,637 930

内　　　 訳 前 年 度 1,644 1,116 1,321 2,173 72 852 15,539 1,080

比 較 △ 666 △ 702 △ 232 △ 419 △ 108 △ 902 △ 150

( 444 ) ( 445 )

区 分 住 居 手 当 通 勤 手 当

前 年 度

比 較

合 計

児 童 手 当扶 養 手 当

区            分

本 年 度

共 済 費 備           考
給          与          費
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　　(2) 給料及び職員手当等の増減額の明細 (単位 ： 千円)

区            分 増減額

給            料 △ 2,388  給与改定に伴う増減分 13  給与改定の状況

 給料の改定率 (行政職） 1級　該当無し　  2級　該当無し

3級　該当無し　  4級　  0.12%

5級　  0.10%　   6級　  0.10%

7級　該当無し　  8級　該当無し

9級　該当無し

 給与改定実施時期 28年12月

 昇給に伴う増加分 30  平均昇給率 0.31% 

     昇給期　　  　 　1月

     号給数別職員数   1号      0人    　2号      1人

                      3号      0人    　4号      7人

                      5号      0人    　6号      0人

                      7号  　  0人    　8号      0人

 その他の増減分 △ 2,431  職員の異動状況

現 に 在 職 増減予定 計

する職員数

本年度 9人 0人 9人 

前年度 9人 0人 9人 

増  減 0人 

職 員 手 当 等 △ 3,179  条例改正に伴う増減分 680 ・期末勤勉手当の改正分

 その他の増減分 △ 3,859

( 446 ) ( 447 )

・異動等に伴うもの

・異動等に伴うもの

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

(計 8人)
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　　(3) 給料及び職員手当等の状況

ア 職員１人当たり給与

円

円

年 月
47 8

円

円

年 月
47 11

※平均給与月額は、期末勤勉手当、共済費を除く

イ 初　任　給

(初級) 円

円

(上級) 円

円

( 449 )( 448 )

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 年 齢

375,755

国   の   制   度

平 均 給 料 月 額

高   校   卒

大   学   卒

区                分

区                         分

国   の   制   度

29年 1月 1日現在

28年 1月 1日現在 平 均 給 与 月 額

行 政 職

432,613

本             市

本             市

370,987

184,800

412,202

178,200

150,500

146,100

行 政 職
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ウ 級別職員数

職 員 数 構 成 比

人 ％

(1) (100.0)

 29年 1月 1日現在 6 75.0

1 12.5

1 12.5

(1人)     

8人    

(1) (100.0)

8 100.0
#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

 28年 1月 1日現在 7 77.8

1 11.1
#DIV/0!

#DIV/0!

職員数 1 11.1
#DIV/0!

9人     
#DIV/0!

#DIV/0!

9 100.0

※（　）内は、再任用短時間職員について外書きしたもの

(級別の標準的な職務内容)

区           分 1  級 2  級 3  級 4  級 5  級 6  級 7  級 8  級 9  級 

主    事 主    事 主    任 課長補佐 課長補佐 課    長 部 次 長 部    長 部    長

技    師 技    師 主任主事 主    査 主    査 主    幹 参    事 理    事 理    事

主任技師

( 450 ) ( 451 )

職員数

1  級 

2  級 

3  級 

4  級 

5  級 

区                  分

行 政 職

6  級 

7  級 

8  級 

9  級 

計

1  級 

8  級 

9  級 

計

行     政     職

2  級 

3  級 

4  級 

5  級 

6  級 

7  級 
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エ 昇給

行 政 職

(人) 8

(人) 8

1号給 (人)

2号給 (人) 1

3号給 (人)

4号給 (人) 7

5号給 (人)

6号給 (人)

7号給 (人)

8号給 (人)

(％) 100.0

(人) 9

(人) 9

1号給 (人)

2号給 (人) 2

3号給 (人)

4号給 (人) 7

5号給 (人)

6号給 (人)

7号給 (人)

8号給 (人)

(％) 100.0

( 452 ) ( 453 )

区                     分

本

年

度

 職        員        数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

 号給数別内訳

 比           率   （B)/(A)

 職        員        数 (A)

 昇給に係る職員数 (B)

前

年

度

 号給数別内訳

 比           率   （B)/(A)
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オ 期末勤勉手当

職 制 上 の 段 階

6 月 12 月 職 務 の 等 級 に 備 考

(月分) (月分) (月分) よ る 加 算 措 置
( 1.05 ) ( 1.20 ) ( 2.25 )
2.075 2.225 4.30

1.975 2.125 4.10
( 1.05 ) ( 1.20 ) ( 2.25 )
2.075 2.225 4.30

※（　　　）は再任用職員の支給率

カ その他の手当

国の制度 との 異同 差 異 の 内 容

同

家賃月額13,000円未満
は一律1,000円
持家は一律3,000円

( 454 ) ( 455 )

成績に応じ加算措置有

本      年      度 有

前      年      度 有

国    の    制    度 有

支 給 率 計
支 給 期 別 支 給 率

区 分

区      分

通 勤 手 当 異

扶 養 手 当

住 居 手 当 異

交通用具利用者の最高
支給額は47,300円



3.　地方債に関する調書

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中 当該年度中元

起債見込額 金償還見込額

1 普  通  債 3,051,808 2,699,468 27,200 360,344 2,366,324

(1) 市  場  建  設 3,051,808 2,699,468 27,200 360,344 2,366,324

3,051,808 2,699,468 27,200 360,344 2,366,324

(単位：千円)

前 年 度 末

現在高見込額

当 該 年 度 末

( 456 )

合        計

現在高見込額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

区        分

前 前 年 度 末

現 在 高
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